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ANAホールディングス株式会社（代表提案者） フィコケミー株式会社

ANAホールディングス（以下ANAH)が実施する研究開発の内容

• 国内外の未利用資源提供先との提携
• 商業化プラントの設計と法人体制の整理
• 場所や協力組織との交渉・事業提携
等を担当

ANAホールディングスの社会実装に向けた取組内容

• 本事業の全体取りまとめ
• 未利用資源の調査・調達
• 実証プラントの実装・管理運営
• 企業や自治体との連携
等を担当

フィコケミー株式会社が実施する研究開発の内容

フィコケミーの社会実装に向けた取組内容

（提案プロジェクトの目的：原油の安定製造と自社便への提供）の実現

共同研究開発

1. 研究実施体制における各主体の役割分担

• 藻類バイオマス及びバイオ燃料生産技術の国内外への移転
• バイオ燃料生産プロセスのノウハウと知財の確保とライ
センス事業
等を担当

• 下水資源利用法の研究開発
• 実証プラントの設計
• 藻類バイオマス及びバイオ燃料生産技術の検証
等を担当
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1. 事業戦略・事業計画
（フィコケミー株式会社）



（社会面）
• 環境問題への関心の高まり
• 再生可能エネルギーの普及
• 健康分野における天然物に対する志向の高まり

（経済面）
• バイオエネルギー市場の成長
• 機能性バイオマス成分市場の高いCAGR
• 藻類バイオ産業の発展

（政策面）
• 再生可能エネルギー政策の推進
• 環境規制の強化
• 健康危機管理政策の推進

（技術面）
• 微細藻類のバイオマス生産技術の発展
• バイオ燃料の製造プロセスの改良
• 藻類バィオマス成分スクリーニン、抽出・精製技術の発展

バイオものづくりにおける産業アーキテクチャバイオものづくりに関するマクロトレンド認識

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

脱炭素社会の実現とバイオテクノロジーの革新等の変化により藻類バイオ産業が急拡大すると予想

● 市場機会：
・バイオ燃料の必要性：地球温暖化防止のためバイオ燃料への需要が急増。藻類からのバイオ燃料は持続可能で、農業等
の他産業と競合しない燃料である。特にIATAやICAOを中心として航空業界は温室効果ガスの排出削減への取組が求められ
ており、バイオ燃料の使用はその一環として重要視されている。
・新規の感染症の世界規模の蔓延を予防するため、ヒトの基本的な免疫の亢進をもたらすバイオマス製品が必要とされる

● 社会・顧客・国民等に与えるインパクト：
・温室効果ガスの削減：バイオ燃料は温室効果ガスの削に寄与する石油代替燃料として期待される。
・資源の有効活用：バイオ燃料の製造では、下水汚泥等廃棄物の有効活用により環境への負荷低減に寄与できる。
・藻類は35億年の歴史をもち、他の真核生物にはない新規の成分が産生され、ヒトの健康増進に多大にな貢献を果たす。
・経済活性化・雇用創出：本研究開発含め藻類バイオマスの利用が促進されることにより、新たな産業の育成や雇用の創出
など、経済活性化に寄与する。
・国内外への技術展開：バイオ燃料や機能性藻類バィオマスの開発・利用に関する技術やノウハウの蓄積を通じて、国内外
への技術展開や産業波及効果の実現が見込める。

● 当該変化に対する経営ビジョン：

・環境持続可能性の実現：バイオ燃料の製造・利用を通じ
て、運輸業界の環境負荷の削減に取り組み、地球温暖化の
防止に貢献る。
・健康の維持と健康機器管理への貢献
・連携による価値創造：研究機関や企業との連携を強化し、
技術の共有や市場開拓、新たなビジネスモデルの創出を通
じて、持続可能な社会の実現に向けた価値創造を目指す。
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1.従来の石油資源に依存した化学製品の製造から、再生可能な生物資源を利用した製品への転換
が促進される。
2.従来の化学合成プロセスに代わって、廃棄物のリサイクル・リユースを含むバイオプロセスが
導入されることで、循環型製造プロセスへ変化する。
3.バイオテクノロジーの進歩によって、より効率的かつ持続可能な製品開発が可能となる
4.バイオリファイナリー技術による多様な産業環連携が可能となる。
。

1. バイオ燃料販売・マーケット→長距離運輸業界との連携
2. システム管理→システム開発企業とのパートナシップ構築
3. 製造施設→プラント製造企業との連携
4. 藻類燃料製造材料調達→自治体と国との連携及び材料調達

企業との連携
5. 機能性藻類バィオマス販売・マーケット→商社や健康ケア

企業との連携



セグメント分析
ターゲットの概要

市場概要と目標とするシェア・時期
• SAF原料の卸販売においては、A社を技術的にサポートして

2030年までにA社が⚫%のシェアの獲得に貢献
• HTLバイオ原油産業においては、研究開発を進め、20 ⚫ ⚫年ま
でに最小販売価格< ⚫円/Lを実現させ、社会実装を実現

• 機能性バイオマス事業においては、20 ⚫ ⚫年までに自社独自
のボトリオコッセン事業を・億円の市場規模とし、フコキサン
チンについては全体のトップを占めるまで拡大していく。ラミ
ナランについては20 ⚫ ⚫年までにそれを含む藻類製品の製造
施設を完成させ、20 ⚫ ⚫年より本格的な販売事業を開始する。

温室効果ガスの排出削減と地球温暖化の抑制のため、国際的な、持続可能
なバイオ燃料（SAFを含む）の導入やカーボンオフセットなど、環境に配慮し
た取り組みおいて、最適な原料とその適用技術の開発及び標準化が検討さ
れている。
一方で、地球温暖化防止は機能性バイオマスの分野にも必要とされてきて
おり、植物や藻類等j光合成成分並びに製造過程における温室効果ガス発
生削減技術及びプロセスの開発が必要とされている。

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

ANAH目標のバイオ由来航空燃料市場のうち約⚫ 割シェアへの貢献、機能性バイオマスで独自のボトリオコッセ
ン事業市場化の実現と20 ⚫ ⚫年までに⚫ ⚫億円の規模へ発展

フコキサンチン販売企業（Global Market Res. Rep. 2023より一部抜粋）



社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性

・社会課題の解決

本研究開発は、エネルギーの再生
可能性や石油依存の削減といった
社会課題に取り組んでいる。

・環境への貢献
下水道資源を活用してSAF原料とな
るFAME)、及びHTLバイオ原油生産
することで、 CO2 排出量の削減や
循環型社会の実現に寄与する。

・エネルギー安全保障
国内でのFAMEやHTLバイオ原油生

産により、輸入に頼る必要がなく
なり、エネルギーの自給自足が可
能となる。

・高品質な国産FAME やHTLバイオ
原油の提供

製造プロセスや品質管理の徹底に
より、安定した供給と高品質な国
産バイオ原油を提供する。

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

バイオディーゼル(FAME)と水熱液化バイオ原油については、汚泥可溶化と従属栄養藻類培養技術を用いて低炭素/
低コストな製品・サービスを提供することができる技術・システム開発事業を創出/拡大

1. ビジネスモデル概要：本ビジネスのビジネスモデルは、下水道資源から微細藻類を培養し、その藻類から燃料になる
FAME あるいはHTLバイオ原油を生産することで収益化を図る。また、研究開発成果を製品化し、顧客に提供する。

2. 特徴：独自性・新規性・有効性・実現可能性・継続性などの特徴を持ち、持続可能なエネルギー供給を実現するビジネス
モデルである。

3. 収益機会：バイオ原油の生産と供給を収益の柱とし、航空業界やその他の産業への供給など、幅広い産業アーキテク
チャで収益を見込んでいる。

4. 研究開発計画の関係性：研究開発は、培養技術や製造プロセスの改善に取り組んでおり、これによってビジネスモデル
の実現性を高めることを目指している。

非公表



1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

市場導入（事業化）しシェアを獲得するために、ルール形成（標準化等）を検討・実施

（国内外の標準化や規制の動向）
・バイオマス燃料も、機能性バイオマスも国交省、経産省、厚労省、消費者庁の法や規定およ
び日本品質保証機構の企画に基づく製品の標準化がなされている。

・バイオ燃料に関する国際的的な認証機関であるCORSIAやASTMの規定、機能性バイオマ
スについては基本的にはISO9001の品質管理規格やEUにおける非動物試験と非化学溶媒
使用が規定されている。

(市場導入に向けた自社による標準化、知財、規制対応等に関する取組）

・製品を高品質にするために、国内外のパートナー企業とともに、国内の規定を遵守し、国際的
な規格認定をうけることができるような製品化までのプロセスを含めた標準化を行う。

標準化戦略の前提となる市場導入に向けての取組方針・考え方

1)FAMEはHEFAに変換することでSAF原料ASTMで認証されて
いることから、以下の取組方針で実施する。
• 国交省・経産省とのスキームの提案実施
• 下水資源活用など未利用資源の活用だけでなく、世界中
の糖分残渣の回収と再利用を実現し、脱炭素社会への貢
献をさらに上げていく。

2)HTLバイオ原油はSAF原料としてASTNで認証されていない
ことから、国際的な共同体制でASTM認証をえることから始
める。
3)機能性バイオマスについては薬機法、消費者庁の機能性
食品表示規定、及びISO規格を遵守する

本事業期間におけるオープン戦略またはクローズ戦略の具体的な取組内容（※推進体制については、２.(1)組織内の事業推進体制に記載）

国内外の動向・自社のルール形成(標準化等)の取組状況

<標準化戦略>

1)標準化
・バイオマス燃料について、ASTMとCORSIAの基準に基づき、国交省と経産省が
定める方針にそって、製品の標準化を実施する。、
・機能性バイオマスについては厚労省、消費者庁の法や規定および日本品質保証
機構の企画に基づく製品の標準化を行う。

2)ライセンシング
自社が開発した独自製造技術や特許及び知見を他の企業にラインセンスすること
で、他社によるバイオ燃料製造能力の向上をもたらし、それによる他社の機能性
バイオマス製品ビジネスの向上により、市場拡大を図る。

知財戦略

特許管理:フィコケミー（株）は自社が保有する特許を厳密に管理し、国際学術誌への
論文発表で科学的フォロアップを行う。これにより、他社による模倣品の出現や造反製
造のリスクを軽減し、国際的競争力を維持する。

ノウハウ管理:フィコケミー（株）はバイオ燃料や機能性バイオマスの製造におけるノ
ウハウを秘密に保持することで、競合他社の逆技術移転や情報漏洩を防止する。また、
自社の製造プロセスや品質管理などのノウハウを継続的に改善していくことで、競争上
の優位性を確保する。

自社の強み：フィコケミーの独自の技術と特許と学術論文による科学的フォローアップ、
及びノウハウにより、低価格で高品質のバイオ燃料や機能性バイオマス製品の製造 7



他社に対する比較優位性と協業自社の強み、弱み（経営資源）

自社の強み

フィコケミーは長年の藻類バィオマス技術開発での実績と経験を蓄積しており、藻類バィオマス燃料の
技術システムの向上・革新と安全で高品質の機能性藻類バィオマスの開発と社会実装を実現してきた。
特にバイオ原油の生産技術については、世界に先駆けて余剰汚泥と土着藻類の協働によるポリカル
チャー技術を提案し（Ｗａｔａｎａｂe and Isdepsky 2021)、その優位性が原水処理場現場での実証実験
で検証されている（国交省応用下水道研究報告2024）

ターゲットに対する提供価値

● フィコケミーは、バイオ燃料の原料となるFAMEやHTLバイオ原油の製造技術システム
を開発し、持続可能な運輸業界の実現に貢献し、環境負荷の低減を実現する。

● バイオ燃料の主要な顧客となる運輸業界に対しては、協業パートナーとなる同業他社
と連携し、運輸業界の需要に対応した供給量を提供する。

● 機能性バイオマスについては、自社の独創的な製品あるいは原料を開発し、ヒトの健
康管理政策の貢献する。

● 機能性バイオマスを自社で独占することはせず、パートナーとの協働によりグローバ
ルな顧客基盤を確立し、新規感染症パンデミックに対応できるヒトの免疫増進に貢献
する。

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

藻類バイオマスに関する長年の基盤技術と産業技術を活かして、社会・顧客に対しての環境に配慮したバイオ燃
料と機能性バイオマスを提供する

自社の弱み及び対応

自社が技術開発を主眼とした企業あるため、マーケティング、技術の標準化等社会実装に不可欠な体
制・構造になっていないところが大きな弱みである。この弱みうを解決するため、国内外の多くの企業
パートナーシップ契約を締結し、開発した技術システムの社会実装を実現することとしている。現在自社
のＣＥＯが大学教員時代に創設した（一社）藻類産業創成コンソーシアムでつちかった経験と国際的ネッ
トワークによりグローバルなパートナーシップ体制の構築に向けた活動を実施している。
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技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営基盤

現在

・長年の藻類研究・技術開発

での実績と経験に基づき、藻

類バィオマス燃料の技術・シ

ステム開発の向上と、安全で

高品質の機能性藻類バィオマ

スの開発と社会実装を実現

・藻類バィオマス原油生産技

術については、世界に先駆け

て余剰汚泥と土着藻類の協働

によるポリカルチャー技術を

開発

機能性藻類バイオマスについ

てはパートナー企業との連携

により、健康管理を重視する

顧客を安定的に確保

・地方自治体よりバイオ燃料

油生産のために必要な余剰活

性汚泥の供給を確保

・他の有機廃棄物資源につい

ては、バイオものづくり事業

のパートナーであるANAHに

よりサプライチェーンが構築

・スタートアップ企業とし

て不可欠な事業パートナー

を国内外に確保。

将来 ・GHG削減効果が高く、生

産コストが安価なバイオ燃料

生産の革命的技術の開発

・機能性藻類バイオマスの安

全性と効能の研究推進による

新規で独創的な機能性製品の

開発

・バイオ燃料の革命的技術を

ライセンスベースで同業他社

に移転することにより、主要

な顧客となる運輸業界の需要

に対応できる供給量を確保

・機能性バイオマスについて

は、自社及びパートナーとの

協働により、グローバルな顧

客基盤を確立する。

・同業他社及び運輸業界と連

携したバイオ燃料生産に必要

な資源・材料のサプライ

チェーンを構築

・機能性バイオマスについて

は、自社及びパートナーとの

協働による必要な材料のサプ

ライチェーンを構築する

・技術開発・革新を主体と

した企業としての財政の自

立、組織体制強化を実施

し、国内外の大学・研究機

関と連携した産業技術開発

人材の育成機構を構築す

る。

技術開発・革新の会社と会社

としては、パートナーシップ

によるビジネスの協業を基本

的な理念とする。技術開発で

競合がある場合は、フェアな

精神と自社の実績と経験に基

づき、短期的な決着ではな

く、中長期的計画に基づき真

の技術革新を実現していく。

・バイオ燃料の顧客基盤は主

要に運輸業界となることか

ら、運輸業の将来ニーズを十

分に把握したうえで、技術開

発を実施する。

・機能性藻類バイオマスにつ

いては、体内のレドックスバ

ランスの維持を考慮し、医療

関係機関とのパートナーシッ

プにより、顧客の健康状況に

適したオーダーメード製品の

供給を実現。

バイオ燃料について同業他社

及び運輸業界と連携を国際的

に展開し、グローバルなシェ

ア体制・構造による安定的な

サプライチェーンを確立す

る。

機能性バイオマスについて

は、自社及びパートナーとの

協働体制をさらに充実させ、

材料のサプライチェーンの強

化による安定的供給体制を構

築する

バイオ燃料事業も機能性バ

イオマス事業も、地球温暖

化防止に不可欠な再生可能

エネルギーの生産と供給、

そして将来の新規パンデ

ミックに対応する基盤であ

るヒトの免疫増強は、人類

存続に係るグローバルに共

通の重要課題であることか

ら、どちらもグローバルは

シェア体制構造の確立にむ

けて貢献できる企業管理運

営体制王予備人材育成体制

を構築する

自社

競合・協業



1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像 ：バイオものづくりのバイオ燃料：以下、ANA
ホールディングスの戦略と計画に準拠

非公表
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• 販売はA社が設立する予定の事業会社によ
りFAME原料供給を行い、顧客の用途に応
じた燃料製品を供給する体制を構築する。

• 多様な燃料製品の製造については、石油精
製企業とのパートナーシップにより実施するこ
とが合理的。

• 必要におうじて石油精製企業が有する全国
的な販売網を活用により顧客が必要な時に
買って使える体制を作ることを検討する。

研究開発・実証

取組方針

国際競争
上の
優位性

・時間軸とともに当該事業の研究開発から社会実装、その後の競争性の維持・事業拡大のために取り組むべき事項について計画を記載。

販売段階における、流通・広告・価格・商品改
良等の方策・工夫を記載

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の社会実装（設備投資・マーケティング）を見据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

生産段階における、設備・システム導入、部品調
達、立地戦略等の方策・工夫を記載

研究開発・実証段階における、知財・標準化戦
略、オープンイノベーション、PoCによる顧客ニーズ
の確認等の方策・工夫を記載（研究開発計画
との関係性・整合性に留意すること）

• 商用プラントは、余剰汚泥を十分量確保す
るために、下水処理場内あるいはその近辺に
立地する必要がある。

• 商用プラントの運転に必要な電気エネルギー
として再生可能エネルギーを使うことになるこ
とから、必要な再生可能エネルギー量が確
保できる地域を選定する。それが難しい場合
は、商用プラントとバイオマス発電所を同時
に立地することとなる。

• 従属栄養性藻類N5株のバイオマスとTAGの生
産性の実証

• N5株TAGから変換されるFAMEの組成の実証
• 開発された新規プロセスの知財化
• FAMEのバイオデイーゼル規格との整合性評価
• 製造システムの技術・経済・環境評価
• コンプライエンスを遵守した商用プラントシステム
の設計

• 石油燃料について既存の販売網を十分に
活用した販売体制が各地域に構築され、値
域活性をもたらす。

• 技術のみならず、こにょうな販売体制につい
ても海外に移転することができる。

国外の競合他社等との関係において、
上記取組の有効性や優位性をアピール

国外の競合他社等との関係において、
上記取組の有効性や優位性をアピール

国外の競合他社等との関係において、
上記取組の有効性や優位性をアピール

• 汚泥と従属栄養性藻類により、再生可能エ
ネルギーを利用したFAME生産という国外で
も実施例がない新規プロセス

• 低いランドフットプリント、高いGHG排出削減
効果、FAMEの低コスト化、カーボンクレジット
によるFAME生産コストの低減が期待。

• 従属栄養性藻類と余剰活性汚泥を利用し
た、低ランドフットプリントと高いGHG排出削
減効果潜在力を有する、世界初のFAME
高生産性技術



1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

国の支援に加えて、５７，064千円規模の自己負担を予定

非公表
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２．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）



２. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制（フィコケミー株式会社）

経営者が主任研究者、CTOが業務管理責任者となり、CSO・R&D部と技術部の連携で事業を推進

組織内体制図(2024年4月以降)

＜代表取締役、研究開発責任者、担当部署＞

• 代表取締役社長・CEO：事業にコミットする経営者であり、

事業を中心となって推進する主任研究者としてプロジェクト

全体設計/進捗管理・研究開発を実施

• 業務管理責任者：技術最高責任者（CTO) がプロジェクト委

託業務と経営者への報告をおこなう

• 副主任研究者：科学最高責任者(CSO)がプロジェクト補助事

業について主任研究者を補佐して実施する。Nitzschia N-5

株の開発者である

• R&D部：部長は、CSOを補佐してR&D部研究員を指導し、

主任研究者とともに研究開発進捗管理と研究開発を実施

• 技術部：部長は、R&D部が実施する研究開発を支える技術部

技師が実施する高度なルーチン作業を指導し、R&D部ととも

に研究開発を推進する

• 管理運営部長：本研究開発事業の経理、人事、契約、連携、

推進等にかかわる後方支援を実施する

組織内の役割分担
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管理運営部長

フィコケミー株式会社
代表取締役・CEO

（事業にコミットする経営者であり、主任研究者である）

R&D部長
連携

高度専門技術部長

取締役・CSO
（副主任責任者）

主任研究員・研究員 主任技師・技師

マネージャー

経理等後方支援

取締役・CTO
（業務管理責任者）



経営者による具体的な施策・活動方針 経営者等の評価・報酬への反映

⚫ CTO（委託事業管理責任者）
本事業の委託事業管理責任者として実証実験および事業化に対して
コミットし、達成度が評価に反映される。

⚫ 取締役・CSO

本事業におけるNitzschia N5株の開発者であり、副主任研究者とし
て主任研究者であるCEOを支えて、本研究開発事業を指導・実施す
るため、達成度は評価に反映される

経営者等によるバイオ由来燃料製造事業への関与の方針

２. イノベーション推進体制／（2）経営者等の事業への関与（フィコケミー株式会社）

⚫ 経営者のリーダーシップ
– 経営者は2004年以来、国立研究所研究部長、大学教授、そして会
社経営者として、ライフワークとして藻類バイオマス研究と藻類
由来バイオ燃料研究開発を推進し、国内外に数多くの研究成果・
情報の発信をおこなってきた。

– 本事業はANAHにおいてポテンシャルの高い新規事業として位置づ
けられていることから、ANAホールディングスと共同して、弊社
が培った知見・技術を積極的提供し発展していくこととしている。

– 本事業の研究開責任者はCTO、経営者は本事業の主任研究者とし
て直接関与してCTOを支える。R＆D部と技術部を中心に本事業を
推進し、経理、人事、契約、連携、推進等後方支援業務を運営管
理部が実施する体制を整えている。

⚫ 事業のモニタリング・管理
– 月一回定期的または必要に応じて臨時で、経営会議・部長会議・

CEO-CTO-CSO会議によるモニタリングを実施。
– 経営会議では事業関係者による進捗状況と課題に関する報告がな
され、部長会で部門間での調整、CEO-CTO-CSO会議で人事・予算
等重要事項が協議。CEOが最終決定を行う。必要に応じて臨時で
の各種会議を実施し、迅速な事業推進を図る。

事業の継続性確保の取組

⚫ CEO、CTOとも高齢ではあるが、CSOは⚫ ⚫代にはいったばかり
の新進気鋭の国際的に著名な研究者であり、日本における事業
取り組みではスーパー機能性成分を事業化した実績もある。CSO

のもとに研究者の確保、R＆Dを支える技術部の充実、国際案件
の実績・経験が豊富な人材の管理運営部への雇用・配属により、
継続性を担保していく。

⚫ 本格事業化の目途が立った際（20⚫ ⚫年度以降）にはA社が事業会
社を設立した場合には参加することとしている「。それにより事業がよ
り効率的・継続的に推進されることとなる。
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コーポレート・ガバナンスとの関係

主要な新規事業と位置づけ積極的な支援、ステークホルダーとの対話を推進
２. イノベーション推進体制／（3）経営戦略における事業の位置づけ（フィコケミー株式会社）
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⚫ バイオデイーゼル原油生産に係る本研究開発事業は、
ANAHと共同した事業として、20⚫ ⚫年度~20 ⚫ ⚫年度
の経営計画に位置づけられてい る。

⚫ バイオデイーゼル原油事業は20 ⚫ ⚫年度~20 ⚫ ⚫年

度に実施する研究開発後に本格的な生産事業を実施
する 。

⚫ HTLバイオ原油事業は20 ⚫ ⚫年度~20 ⚫ ⚫年度に実
施した国交省下水道応用研究プログラムの成果を基 に
20 ⚫ ⚫年度~20 ⚫ ⚫年度に実規模での実証研究をおこ
なった上で20 ⚫ ⚫年度から本格的事業化のために必要
な下水道法改正へと進める予定である。

⚫ どちらも20 ⚫ ⚫年度に設立が検討される新事業体制構
築以降で実施される

⚫ 機能性バイオマス事業は自社の独自の事業として国内
外のパトナーシップ体制を構築して推進する。

ガバナンス体制

会社経営の戦略や計画については、経営会議（部長補
佐以上が参加）・部長会議・CEO-CTO-CSO会議によ
る協議を経て、代表取締役が決定する

経営戦略における事業に位置付け

⚫ この間、機能性成分 に関しては販売およびマーケテイング促進に
より、会社経営の経済的基盤を強化していく

ステークホルダーとの対話、情報開示

⚫ 現時点でのフィコケミーのステークホルダーは共同研究開発
パートナー機関であるため、本事業に関しての情報開示は
ANAHとの協議によりおこなうこととなる。

⚫ なお、20 ⚫ ⚫年度バイオデイーゼル事業体制の検討以降は、
新体制での決定事項に沿って推進さてれる。



２. イノベーション推進体制／（4）事業推進体制の確保 （フィコケミー株式会社）
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経営資源の投入方針

基本理念

弊社企業理念の根幹をなす藻類燃料開発事業に優先的に資
源を配分し、これまで開発し、積み上げてきた藻類燃料研究の
科学的知見と技術を発展させ、ANAホールディングスと協働し
て藻類燃料技術の社会実装の早期実現を果たす。

人材
20 ⚫ ⚫年度は当該事業に関係する抽出・分析の専門家を雇用。
20 ⚫ ⚫年度～20 ⚫ ⚫年度にかけて、研究者⚫名、技術者⚫名
を増員する予定であるが、本研究開発事業にはその1/2～2/3

を投入する

設備

藻類燃料研究開発事業を実施する基本的な設備は整っている
ので、それを本研究開発事業に投入していくこととなる。

資金

藻類燃料研究開発事業に関する主要な資金は、ＡＮＡホールデ
イングスとの共同研究契約をもとに弊社に提供されることから、
その多くを本研究開発事業に投入していくことなる。必要に応じ
て、機能性成分販売から得た利益も共通となる設備資金に投
入する。

人材育成

国内外の大学・研究機関を対象に契約ベースでインターンシップ
の受け入れを行っており、2024年度は本研究開発事業に関連し
たテーマでフランスのナント大学の大学院生を6月からR＆D部で
受け入れている。

専門部署の充実

弊社は研究開発を基軸とし、その成果を社会実装するため、自
社のみならず多くのパートナー企業・機関と連携していくこととし
ていることから、代表取締役が連携体制の構築・発展を行うことと
し、商用プラントシステム等エンジニアリング技術評価を統括する
CTO、基盤技術～産業技術開発を統括するCSOを設け、藻類燃
料及び機能性成分の研究開発を専門に行うR&D部及び研究を
支援する技術部を設置している。今後は、R&D部と技術部の人
材の充実を図る。

専門部署の設置と人材育成
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